
処遇改善加算取得セミナー

～令和５年度実績報告書の記載方法について～

令和６年度



実績報告書の記載方法について

①概要と「基本情報入力シート」
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はじめに

1. 本資料の説明では、加算の名称を下記のように整理します。

2. 国からの情報としては、「老発0301 第２号 令和５年３月１日」

（介護保険最新情報Vol.１１３３）が発出されております。

3. 障害福祉サービス固有の細部の部分につきましては

「障障発0310第２号 令和５年３月10日」（「福祉・介護職員処遇改善加算等に

関する基本的考え方並びに 事務処理手順及び様式例の提示について」）をご参照ください。

【加算の名称】

介護職員処遇改善加算 ＝処遇改善加算

介護職員等特定処遇改善加算  ＝特定加算

介護職員等ベースアップ等支援加算 ＝ベースアップ等加算

処遇改善加算、特定加算及びベースアップ等加算 ＝処遇改善加算等
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処遇改善加算を取得した介護サービス事業者等は、算定基準第４号イ⑷、第４号の２イ⑷

及び第４号の３ニの規定に基づき、各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々

月の末日までに、次の一から四及び⑵、⑶、⑷に掲げる事項について、別紙様式３－１及び

３－２の処遇改善実績報告書を作成のうえ、都道府県知事等に対して提出し、２年間保存

することとする。
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介護保険最新情報VOL.１１３３
令和５年３月１日 より

実績報告書等の作成

（１）処遇改善加算等共通事項

給与明細や勤務記録等、実績報告書の根拠となる資料は、

指定権者からの求めがあった場合に速やかに提出できるよう、

適切に保管しておくこと。

別紙様式3－1 別紙様式3－２



実績報告書 作成にあたっての入力シート等の説明①
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⚫ はじめに「基本情報入力シート」に入力することで、加算の対象事業所に関する基本的

な情報が、各様式に自動的に転記されます。

– 実績報告書を紙で提出する場合、「基本情報入力シート」は提出不要です。

– 実績報告書をExcelデータで提出する場合は、「基本情報入力シート」を削除せずそのまま提出して

下さい。

⚫ 「様式３－１」を完成させるには、「基本情報入力シート」「様式３－２」から転記

される情報が必要です。

まずは「基本情報入力シート」⇒「様式３－２」の順で完成させてください。

基本情報
入力シート

ワークシート
入力の流れ

別紙様式
3-2

一部自動転記

別紙様式
3-1

一部自動転記

紙の場合
提出不要

要提出 要提出
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⚫ 「基本情報入力シート」及び、「別紙様式３ー１」「別紙様式３－２」は

色のついたセルにのみ必要事項を入力します。

⚫ Excelの白いセルには関数が入力してあり、自動計算・自動転記となっています。

白いセルには直接入力しないようご注意ください。

⚫ オレンジセルが「×」となる場合、加算の要件を満たしていないので、

記載内容を確認し、修正してください。（オレンジセルは自動で表示されます）

【基本情報入力シート】

【別紙様式３－１】
【別紙様式３－２】

実績報告書 作成にあたっての入力シート等の説明②



⚫ 「１ 提出先に関する情報」「２ 基本情報」に必要事項を入力します。

入力手順①：基本情報入力シート
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複数の提出先がある場合、
提出先ごとに「加算提出先」の欄を修正する。



⚫ 「３ 加算対象事業所に関する情報」に事業所番号、事業所名等を入力します。

サービス名は必ずプルダウンから選択してください。

入力手順①：基本情報入力シート
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サービス名は入力する欄をクリックして、
プルダウンから選択

必
要
事
項
を
記
入

【介護】地域密着型サービスや総合事業に
ついては、指定元の市町村をすべて記載。
（指定権者ごとに行を分けなくてよい）



実績報告書の記載方法について

②「別紙様式３－２」
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入力手順②：別紙様式３－２ ＜概要＞
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基本情報入力シートより
転記される。入力不要

色のついたセルに各加算の情報を入力する



入力手順②：別紙様式３－２
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「経験・技能のある介護職員」のうち、
・月額平均８万円以上の改善 又は
・改善後の賃金が年額 440 万円以上となった職員
の数を記入（設定できない場合は理由を3-1で記載）

サービスごとの「算定する加算区分」を選択し、
「本年度の加算の総額」を入力

各加算の総額には、国保連から通知される

「介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ」に基づき、

令和5年度（４月～３月）の実績を記入

令和５年度（４月～３月）
の３加算の総額



実績報告書の記載方法について

③「別紙様式３－１」
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別紙様式３－１：1 基本情報＜共通＞

基本情報入力シートより
転記される。入力不要

実績報告を行う加算に「〇」
取得していない加算は「×」を選択（3か所）

実績報告を行う年度を入力



別紙様式３－１：２ 実績報告について＜共通＞
（２）加算額以上の賃金改善について

※各加算の賃金改善所要額には、
処遇改善加算等による賃金改善に伴う
法定福利費等の事業主負担の増加分を
含めることができる。

要件Ⅰ・Ⅱ・Ⅲは
「各加算による賃金改善所要額」が
「同加算の算定額以上であること」を
確認している（自動表示）
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令和5年度に処遇改善加算
を充当して支給した額
⇒①の額以上



加算の配分対象とした全ての職員（介護職員及びその他の職種）の賃金の総額を記載すること。

（処遇改善加算、特定加算、ベースアップ等加算の加算額を上回るために実施した賃金改善の所要額を

含む額を記載すること。）

別紙様式３－１：２ 実績報告について＜共通＞
（３）賃金水準を下げないことの確認①

令和５年度分

令和４年度分
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「(ア)前年度の賃金の総額」を令和4年度実績報告書からそのまま転記すると、

前年度と今年度で職員構成が変わった（入職・退職があった）ことにより、

賃金を下げていないのに、賃金水準が下がったような結果になることがあります。

(f)には、…（中略）ただし、職員構成が変わった等の事由により、

例えば、本年度に入職（退職）した職員と同等の賃金水準の職員が

前年度から在籍していた（いなかった）ものと仮定して計算するなどの方法により、

今年度との比較に適した値に修正することが可能である。

欄外【記入上の注意】より
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別紙様式３－１：２ 実績報告について＜共通＞
（３）賃金水準を下げないことの確認②



勤続10年の職員数
（賃金 35万円/月）

勤続５年の職員数
（賃金 30万円/月）

勤続１年の職員数
（賃金 25万円/月）

賃金総額 
※加算等を除く 

令和４年度
（前年度）

実際の
人数

10 人 （計4200万円）５人 （計1800万円） ５人 （計1500万円）
②

7500 万円

調整後
５人 （計2100万円）
※上記の10 人のうち
５人在籍しなかったと仮定 

５人 （計1800万円） 
※調整なし 

10 人 （計3000万円）
※上記の５人に加え
５人在籍したものと仮定 

②（調整後）
6900 万円 

令和５年度
実際の
人数 

５人 （計2100万円） ５人 （計1800万円） 10 人 （計3000万円）
①

6900 万円 

“前年度の賃金の総額”の修正方法
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問１－２ 前年度から事業所の介護職員等の減少や入れ替わり等があった場合、

どのように考えればよいか。 

・賃金水準のベースダウン等を行ったわけではないにも関わらず、事業規模の縮小に伴う職員数の

減少や職員の入れ替わり（勤続年数が長く給与の高い職員が退職し、代わりに新卒者を採用し

た等）といった事情により、①「令和５年度の加算の影響を除いた賃金額」の額が

②「令和４年度の加算及び独自の賃金改善の影響を除いた賃金額」を下回る場合には、

②の額を調整しても差し支えない。 

「事務連絡 令和６年４月４日 介護職員等処遇改善
加算等に関するＱ＆Ａ（第２版）」より作成

“
前
年
度
の
賃
金
の
総
額
”
と
す
る



令和4年度（４月～３月）の
処遇改善加算、特定加算の総額
※支給した額ではなく、加算の額
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別紙様式３－１：２ 実績報告について＜共通＞
（３）賃金水準を下げないことの確認③

令和４年度（４月～３月）の
加算以外で行った賃金改善
※加算を上回るために支給した金額も含む



19

別紙様式３－１：２ 実績報告について＜共通＞
（３）賃金水準を下げないことの確認③

令和4年度のベースアップ等加算の総額は

◎令和4年度（4月～9月）の
「支援補助金／臨時特例交付金」の総額

◎令和4年度（10月~3月）の
「ベースアップ等加算」の総額

を合計して記載する
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別紙様式３－１：２ 実績報告について＜共通＞
（４）前年度の独自の賃金改善

独自の賃金改善がある場合は
ここに具体的な内容を記入



21

別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（１）特定加算の要件について①

特定加算を配分したグループにチェック（ ）

各グループの一月あたりの常勤換算職員数

（“その他職種(C)”のみ、実人数による算出でもよい）

各グループに特定加算を充当して配分した

賃金改善額の年額
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別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（１）特定加算の要件について②

それぞれのグループの「平均賃金改善所要額（月額）」が

自動計算され、「グループごとの配分比率」が算出される。

⇒“他の職員(B)”を「1.00」として、以下の比率を確認

・(A)＞(B)を満たしていること（要件Ⅴ）

・(B)≧２(C)を満たしていること（要件Ⅵ）
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転記される。
入力不要

別紙様式３－１：２ 実績報告について＜共通＞
（２）加算額以上の賃金改善について
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別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（１）特定加算の要件について③

該当する場合のみ

特定加算の支給により、
(C)グループで最も賃金が高額と
なった人の賃金を記載
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合理的な理由があれば
要件Ⅷは満たせる月額８万円の改善又は

改善後の賃金が年額440 万円以上となった者が
いない（足りない）場合は、理由をチェック（ ）

様式3-2より
自動転記

別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（１）特定加算の要件について④

該
当
す
る
場
合
の
み
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ベースアップ等加算のうち、
その他の職員に支払った総額

ベースアップ等加算のうち、
介護職員に支払った総額

別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（２）ベースアップ等加算の要件について①
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ベースアップ等加算のうち、その他の職員に

基本給又は決まって毎月支払った手当の額

ベースアップ等加算のうち、介護職員に

基本給又は決まって毎月支払った手当の額

別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（２）ベースアップ等加算の要件について②
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別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（２）ベースアップ等加算の要件について③

「介護職員」「その他の職員」のそれぞれのグループで

「基本給または毎月決まって支払われた手当（下段）」が

「賃金改善所要額（上段）」の3分の2 （約67%）以上

になっているか自動で計算され、要件を確認
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転記される。
入力不要

別紙様式３－１：２ 実績報告について＜共通＞
（２）加算額以上の賃金改善について

ⅰ）とⅱ）の合計
＝ベースアップ等加算による賃金改善所要額の総額
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令和5年度に
取組んだ項目について
チェック（ ）する

処遇改善加算は

全体で1つ以上

特定加算は

各区分から1つ以上

別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（３）職場環境等要件（処遇改善加算・特定加算）

【介護】
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令和5年度に
取組んだ項目について
チェック（ ）する

処遇改善加算は

全体で1つ以上

特定加算は

６つの区分から任意で

３つの区分を選択し、

選択した区分で

それぞれ１つ以上

別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（３）職場環境等要件（処遇改善加算・特定加算）

【障害】
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実績報告書の提出日・代表者名を入力
※押印は不要

職員の入退職や経営状況が変わり、
配分比率を満たせなかった場合、
理由を記載する

別紙様式３－１：３ 各加算の要件について
（４）その他、誓約と署名
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様式３－１：（確認用）提出前のチェックリスト

「×」の項目が
あれば
修正が必要

取得していない
加算の項目や
該当しない項目は
空欄でよい
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【留意点】計算式の不具合  別紙様式３－１：特定加算を取得していない場合

特
定
加
算
を
取
得
し
て
い
な
い
場
合
で
も
、

こ
の
欄
は
「×

」
に
な
り
ま
す
。

間
違
い
で
は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、

そ
の
ま
ま
ご
提
出
く
だ
さ
い
。

特定加算を
取得していない場合の
不具合



京都府が実施している

支援について
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きょうと福祉人材育成認証制度

「きょうと福祉人材育成認証」で宣言（登録）をしていただくと、

処遇改善加算に関しての個別相談会（オンライン、対面、訪問）を

ご希望の日時で実施することができます。ぜひ、宣言をご検討ください。

★詳しくは ⇒ 京都福祉情報サイト https://kyoto294.net/

人材育成に積極的に取組む福祉事業所を

京都府が認証し、学生や求職者に公表します。 

認証取得に向けて、3分野17項目の認証基準

を満たせるように、専門家による相談会や研修

により京都府が支援します。

参加宣言や支援の活用は、すべて無料です。
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https://kyoto294.net/


認証の基準―仕組みを整え、運用する

【分野Ⅰ】
若者が未来を託せるキャリアパスと人材育成

① キャリアパス制度の導入

② 階層別人材育成計画の策定

③ 新規採用者育成計画の策定

④ 資格取得に対する支援

⑤ 人材育成を目的とした面談の実施

⑥ 人材育成を目的とした評価の実施

⑦ 給与体系又は給与表の導入

【分野Ⅱ】
ワークライフバランスの実現と風通しのよい職場づくり

① 休暇取得のための取組の実施

② 労働時間縮減のための取組の実施

③ 出産・育児、介護と仕事を両立できる取組の実施

④ 健康管理に関する取組の実施

⑤ 職員への周知

⑥ 組織内コミュニケーションの活性化

【分野Ⅲ】
福祉事業の担い手としての責務と地域への貢献

① きょうと介護・福祉サービス第三者評価の受診

② 生産性向上（業務改善によるサービスの質の向上）

の取組

③ 地域や学校との交流

④ 関係法令の遵守

キャリアパス要件や
職場環境等要件に
関連のある項目も
含まれています。
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お問い合わせ

＜実績報告書作成に関するご相談＞

京都府福祉人材サポートセンター事務局 コンサルティング事業部門

（（株）エイデル研究所 京都支社／京都府事業受託会社）

〒604－0862 京都市中京区少将井町245‐2 烏丸梅田ビル8階

電話番号：075－253－0201 （受付時間：平日 10:30～16:30）

メールアドレス：kyoto-kaigo@eidell.co.jp
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＜制度に関するお問合せ＞

厚生労働省コールセンター

電話番号：（介護）050－3733－0222

（障害児・者）050-3733-0230

（受付時間：土日含む 9:00～18:00）
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